
第５７１号２０１８年（平成３０年）５月１５日 ニ　ュ　ー　ス　専　修（５）

　
事
業
活
動
収
支
予
算
で
は
、
事

業
活
動
収
入
計
が
前
年
度
予
算
に

比
べ
２
億
３
７
２
７
万
円
の
減

（
前
年
度
予
算
比
０
・
96
％
減
）

で
２
４
５
億
６
９
３
５
万
円
。
事

業
活
動
支
出
計
は
、
前
年
度
予
算

に
比
べ
６
億
７
３
４
３
万
円
の
減

（
前
年
度
予
算
比
２
・
81
％
減
）

で
２
３
２
億
８
０
２
３
万
円
と
な

り
、
基
本
金
組
入
前
当
年
度
収
支

差
額
は
、
12
億
８
９
１
２
万
円
と

な
っ
て
い
る
。
基
本
金
組
入
額
合

計
は
、
前
年
度
予
算
に
比
べ
９
億

７
４
４
８
万
円
の
組
入
額
増
（
前

年
度
予
算
比
40
・
21
％
増
）
で
△

33
億
９
８
１
２
万
円
と
な
り
、
基

本
金
組
入
前
当
年
度
収
支
差
額
と

基
本
金
組
入
額
合
計
を
合
わ
せ
た

当
年
度
収
支
差
額
は
、
前
年
度
予

算
に
比
べ
支
出
超
過
の
額
が
５
億

３
８
３
２
万
円
の
増
（
前
年
度
予

算
比
34
・
27
％
増
）で
△
21
億
９
０

０
万
円
と
な
っ
て
い
る
。
前
年
度

繰
越
収
支
差
額
（
△
３
６
２
億
７

６
１
３
万
円
）
を
加
え
た
翌
年
度

繰
越
収
支
差
額
は
、
△
３
８
３
億

８
５
１
４
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

〔
内
容
〕

※
事
業
活
動
区
分
ご
と
に
、
前
記

の
資
金
収
支
予
算
と
共
通
の
科
目

を
除
く
事
業
活
動
予
算
特
有
の
も

の
に
つ
い
て
説
明
。

（
１
）
経
常
収
支

①
教
育
活
動
収
支

　
教
育
活
動
収
入
計
は
、
前
年
度

予
算
に
比
べ
２
億
２
３
１
３
万
円

の
減
（
前
年
度
予
算
比
０
・
92
％

減
）
で
２
４
０
億
５
９
０
２
万

円
。
主
な
内
容
は
、
後
記
の
〔
主

な
施
設
等
整
備
事
項
〕
で
記
載
し

て
い
る
。

　
⑦
設
備
関
係
支
出
は
、
前
年
度

予
算
に
比
べ
８
億
９
１
２
２
万
円

の
増
（
前
年
度
予
算
比
２
１
９
・

97
％
増
）
で
12
億
９
６
３
８
万

円
。
こ
の
う
ち
、
教
育
研
究
用
機

器
備
品
支
出
は
、
前
年
度
予
算
に

比
べ
９
億
８
０
０
万
円
の
増
で
11

億
９
７
８
万
円
。
教
育
研
究
用
コ

ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム
更
新
、
学

内
Ｌ
Ａ
Ｎ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
機
器
更

改
、
シ
ラ
バ
ス
シ
ス
テ
ム
、
神
田

７
号
館
７
３
１
教
室
視
聴
覚
設

備
、
生
田
４
号
館
４
１
０
教
室
机

・
椅
子
、
生
田
10
号
館
視
聴
覚
設

備
、
教
員
個
人
研
究
費
機
器
備

品
、
伊
勢
原
多
目
的
グ
ラ
ウ
ン
ド

ス
コ
ア
ボ
ー
ド
、
石
巻
学
生
実
験

機
器
、
マ
シ
ニ
ン
グ
セ
ン
タ
・
Ｃ

Ａ
Ｍ
ソ
フ
ト
等
、
図
書
支
出
は
、

前
年
度
予
算
に
比
べ
８
４
０
万
円

の
減
で
１
億
８
４
５
５
万
円
。

　
⑧
資
産
運
用
支
出
は
、
前
年
度

予
算
と
同
額
で
６
億
５
０
０
１
万

円
。
有
価
証
券
購
入
支
出
は
、
２

億
円
を
計
上
。
第
２
号
基
本
金
引

当
特
定
資
産
繰
入
支
出
、
退
職
給

与
引
当
資
産
繰
入
支
出
、
施
設
設

備
準
備
資
産
繰
入
支
出
は
計
画
に

よ
る
繰
入
額
。

　
⑨
そ
の
他
の
支
出
は
、
前
年
度

予
算
に
比
べ
３
億
６
７
８
７
万
円

の
減
（
前
年
度
予
算
比
20
・
28
％

減
）
で
14
億
４
６
５
１
万
円
。
こ

の
う
ち
、
前
期
末
未
払
金
支
払
支

出
は
、
前
年
度
予
算
に
比
べ
３
億

７
２
４
７
万
円
の
減
で
、
13
億
５

５
３
２
万
円
。
平
成
29
年
度
末
に

退
職
の
教
職
員
退
職
金
、
過
年
度

リ
ー
ス
契
約
取
引
の
平
成
30
年
度

リ
ー
ス
料
等
。

　
⑩
予
備
費
は
、
前
年
度
予
算
と

同
額
で
１
億
５
０
０
０
万
円
。

　
⑪
資
金
支
出
調
整
勘
定
（
支
出

の
振
替
控
除
科
目
）
は
、
期
末
未

払
金
及
び
前
期
末
前
払
金
で
、
前

年
度
予
算
に
比
べ
２
億
７
７
５
５

万
円 

振
替
控
除
額
の
増
（
前
年

度
予
算
比
20
・
12
％
増
）
で
16
億

５
７
０
４
万
円
。
平
成
30
年
度
末

に
退
職
す
る
教
職
員
の
退
職
金
、

３
月
分
退
職
金
財
団
掛
金
及
び
日

本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団

掛
金
等
未
払
金
、
平
成
29
年
度
末

に
お
け
る
和
雑
誌
・
洋
雑
誌
の
購

入
に
係
る
前
払
金
の
回
収
見
込
額

を
そ
れ
ぞ
れ
計
上
。

〔
主
な
施
設
等
整
備
事
項
〕

【
専
修
大
学
】

①
神
田
１
号
館
研
究
室
増
設
他
改

修
工
事
基
本
設
計
②
神
田
２
号
館

共
用
部
廊
下
照
明
器
具
更
新
工
事

③
神
田
新
校
舎
（
仮
称
）
新
築
工

事
費
お
よ
び
申
請
手
数
料
④
生
田

１
号
館
高
圧
受
変
電
設
備
改
修
工

事
⑤
生
田
８
号
館
空
調
改
修
工
事

⑥
生
田
11
号
館
学
内
放
送
設
備
設

置
工
事
⑦
生
田
第
１
体
育
館
出
入

口
防
鳩
ネ
ッ
ト
設
置
工
事
⑧
生
田

第
２
体
育
寮
浴
室
系
統
給
湯
設
備

改
修
工
事
⑨
伊
勢
原
体
育
寮
厨
房

用
ボ
イ
ラ
ー
更
新
工
事

【
石
巻
専
修
大
学
】

①
硬
式
野
球
部
ブ
ル
ペ
ン
テ
ン
ト

ハ
ウ
ス
新
設
工
事

収　入　の　部

科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　減(△)

学生生徒等納付金収入 20,104,353,000 20,587,244,000 △ 482,891,000

手 数 料 収 入 1,009,915,000 1,011,313,000 △ 1,398,000

寄 付 金 収 入 500,000,000 500,000,000 　0

補 助 金 収 入 1,528,496,000 971,592,000 556,904,000

国  庫  補  助  金  収  入 1,513,339,000 956,488,000 556,851,000

地方公共団体補助金収入 14,757,000 14,804,000 △ 47,000

学術研究振興資金収入 400,000 300,000 100,000

資 産 売 却 収 入 200,000,000 163,420,000 36,580,000

付随事業・収益事業収入 629,642,000 672,639,000 △ 42,997,000

受取利息・配当金収入 56,894,000 59,142,000 △ 2,248,000

雑 収 入 589,951,000 854,591,000 △ 264,640,000

借 入 金 等 収 入 0 0 0

前 受 金 収 入 3,614,425,000 3,800,116,000 △ 185,691,000

そ の 他 の 収 入 701,203,000 823,612,000 △ 122,409,000

資 金 収 入 調 整 勘 定 △ 4,285,795,000 △ 4,927,486,000 641,691,000

当 年 度 収 入 合 計 24,649,084,000 24,516,183,000 132,901,000

前年度繰越支払資金 7,170,262,386 6,839,067,386 331,195,000

収 入 の 部 合 計 31,819,346,386 31,355,250,386 464,096,000

学校法人専修大学　平成30年度資金収支予算書
（単位:円）

学校法人専修大学　平成30年度事業活動収支予算書
（単位:円）

平成30年度 事業活動収支予算科目別構成

比　率 算式（×100）
平成24年度
（決算）

平成25年度
（決算）

平成26年度
（決算）

人 件 費

比 率

人 件 費

帰 属 収 入

58.51％
（52.8％）

59.58％
（52.4％）

60.67％
（50.9％）

人 件 費

依 存 率

人 件 費

学生生徒等納付金

73.44％
（71.9％）

74.61％
（72.4％）

72.98％
（73.3％）

教 育 研 究

経 費 比 率

教 育 研 究 経 費

帰 属 収 入

34.24％
（31.2％）

31.13％
（31.5％）

33.12％
（31.2％）

管 理 経 費

比 率

管 理 経 費

帰 属 収 入

7.98％
（9.2％）

7.73％
（8.8％）

8.08％
（9.0％）

帰 属 収 支

差 額 比 率

帰属収入－消費支出

帰 属 収 入

△1.62％
（4.8％）

0.59％
（5.2％）

△3.34％
（7.2％）

主要財務比率

備考：（　）内は日本私立学校振興・共済事業団調査による医歯系法人を

　　　除く大学法人平均値を示す。

支　出　の　部

科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　減(△)

人 件 費 支 出 14,342,006,000 14,595,791,000 △ 253,785,000

教 育 研 究 経 費 支 出 4,909,247,000 4,956,142,000 △ 46,895,000

管 理 経 費 支 出 1,410,477,000 1,476,924,000 △ 66,447,000

借 入 金 等 利 息 支 出 10,023,000 3,213,000 6,810,000

借 入 金 等 返 済 支 出 317,790,000 206,760,000 111,030,000

施 設 関 係 支 出 2,874,141,000 1,306,078,000 1,568,063,000

設 備 関 係 支 出 1,296,383,000 405,163,000 891,220,000

資 産 運 用 支 出 650,018,000 650,018,000 0

そ の 他 の 支 出 1,446,519,000 1,814,397,000 △ 367,878,000

[ 予 備 費 ] 150,000,000 150,000,000 0

資 金 支 出 調 整 勘 定 △ 1,657,049,000 △ 1,379,498,000 △ 277,551,000

当 年 度 支 出 合 計 25,749,555,000 24,184,988,000 1,564,567,000

翌年度繰越支払資金 6,069,791,386 7,170,262,386 △ 1,100,471,000

支 出 の 部 合 計 31,819,346,386 31,355,250,386 464,096,000

平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

備考：「前年度予算額」は補正後の予算額による。

備考：１．教育活動収支の事業活動収入の部「寄付金」は施設設備寄付金を除く。

　　　２．教育活動収支の事業活動支出の部「人件費」には退職給与引当金繰入額を含

み、「教育研究経費」と「管理経費」には、それぞれ減価償却額を含む。

　　　３．「前年度予算額」は補正後の予算額による。

人　 件　 費

教育研究経費

管 理 経 費

借入金等利息

資産処分差額

予 備 費

学生生徒等納付金

手　 数　 料

寄　 付　 金

経常費等補助金

付随事業収入

受取利息・配当金

その他の特別収入

雑　 収　 入

比　率 算式（×100）
平成27年度
（決算）

平成28年度
（決算）

平成29年度
（補正予算）

平成30年度
（予算）

人 件 費

比 率

人 件 費

経 常 収 入

60.43％
（53.7％）

60.85％
（53.6％）

60.04％ 59.69％

人 件 費

依 存 率

人 件 費

学 生 生 徒 等 納 付 金

72.89％
（73.0％）

71.72％
（72.8％）

70.99％ 71.60％

教 育 研 究

経 費 比 率

教 育 研 究 経 費

経 常 収 入

31.07％
（33.2％）

29.97％
（33.0％）

30.48％ 29.40％

管 理 経 費

比 率

管 理 経 費

経 常 収 入

7.55％
（9.3％）

7.36％
（9.0％）

7.07％ 6.71％

事 業 活 動

収支差額比率

基本金組入前当年度収支差額

事 業 活 動 収 入

△5.37％
（4.7％）

1.95％
（4.9％）

3.44％ 5.25％

学校法人会計基準改正に伴う新たな財務比率

備考：経常収入は、教育活動収入計と教育活動外収入計の合計

備考：（　）内は日本私立学校振興･共済事業団調査による医歯系法人を

　　　除く大学法人平均値を示す｡

　
総
額
は
、
３
１
８
億
１
９
３
４

万
円
で
前
年
度
予
算
に
比
べ
４
億

６
４
０
９
万
円
の
増
（
前
年
度
予

算
比
１
・
48
％
増
）
の
予
算
規
模

と
な
っ
て
い
る
。

 

収
入
の
部

　
収
入
の
部
で
は
、
当
年
度
収
入

合
計
が
前
年
度
予
算
に
比
べ
１
億

３
２
９
０
万
円
の
増
（
前
年
度
予

算
比
０
・
54
％
増
）
で
２
４
６
億

４
９
０
８
万
円
。
前
年
度
繰
越
支

払
資
金
は
、
前
年
度
予
算
に
比
べ

３
億
３
１
１
９
万
円
の
増
で
71
億

７
０
２
６
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

　
①
学
生
生
徒
等
納
付
金
収
入

は
、
前
年
度
予
算
に
比
べ
４
億
８

２
８
９
万
円
の
減
（
前
年
度
予
算

比
２
・
35
％
減
）
で
２
０
１
億
４

３
５
万
円
。
新
入
生
の
人
数
（
学

部
・
学
科
・
大
学
院
）
を
専
大
で

４
２
２
８
人
、
石
巻
専
大
で
３
３

６
人
を
見
込
み
、
全
体
で
４
５
６

４
人
を
見
込
ん
で
い
る
。
ま
た
、

全
学
年
で
は
、
学
費
完
納
見
込
者

数
を
専
大
で
１
万
８
１
７
２
人
、

石
巻
専
大
で
１
１
２
７
人
を
見
込

み
、
全
体
で
１
万
９
２
９
９
人
を

見
込
ん
で
い
る
。

　
②
手
数
料
収
入
は
、
前
年
度
予

算
に
比
べ
１
３
９
万
円
の
減
（
前

年
度
予
算
比
０
・
14
％
減
）
で
10

億
９
９
１
万
円
。
こ
の
う
ち
、
入

学
検
定
料
収
入
は
、
前
年
度
予
算

に
比
べ
65
万
円
減
の
９
億
７
４
３

５
万
円
を
計
上
し
て
い
る
。

　
③
寄
付
金
収
入
は
、
周
年
記
念

事
業
に
伴
う
特
別
寄
付
金
と
し
て

前
年
度
予
算
と
同
額
の
５
億
円
を

見
込
ん
で
い
る
。

　
④
補
助
金
収
入
は
、
前
年
度
予

算
に
比
べ
５
億
５
６
９
０
万
円
の

増
（
前
年
度
予
算
比
57
・
32
％

増
）
で
15
億
２
８
４
９
万
円
。
こ

の
う
ち
、
国
庫
補
助
金
収
入
は
、

経
常
費
補
助
金
と
研
究
設
備
補
助

金
の
増
を
見
込
み
、
前
年
度
予
算

に
比
べ
５
億
５
６
８
５
万
円
の
増

（
前
年
度
予
算
比
58
・
22
％
増
）

で
15
億
１
３
３
３
万
円
を
計
上
し

て
い
る
。

　
⑤
資
産
売
却
収
入
は
、
前
年
度

予
算
に
比
べ
３
６
５
８
万
円
増

（
前
年
度
予
算
比
22
・
38
％
増
）

で
２
億
円
。

　
⑥
付
随
事
業
・
収
益
事
業
収
入

は
、
前
年
度
予
算
に
比
べ
４
２
９

９
万
円
の
減（
前
年
度
予
算
比
６
・

39
％
減
）で
６
億
２
９
６
４
万
円
。

補
助
活
動
事
業
収
入
、
受
託
事
業

収
入
等
の
減
を
見
込
ん
で
い
る
。

　
⑦
受
取
利
息
・
配
当
金
収
入

は
、
前
年
度
予
算
に
比
べ
２
２
４

万
円
の
減
（
前
年
度
予
算
比
３
・

80
％
減
）
で
５
６
８
９
万
円
。

　
⑧
雑
収
入
は
、
前
年
度
予
算
に

比
べ
２
億
６
４
６
４
万
円
の
減

（
前
年
度
予
算
比
30
・
97
％
減
）

で
５
億
８
９
９
５
万
円
。
退
職
金

財
団
交
付
金
収
入
等
の
減
を
見
込

ん
で
い
る
。

　
⑨
借
入
金
等
収
入
は
、
前
年
度

予
算
と
同
様
で
当
年
度
の
計
上
額

は
な
い
。

　
⑩
前
受
金
収
入
は
、
平
成
31
年

度
入
学
者
の
入
学
手
続
時
の
納
入

学
費
（
翌
年
度
の
学
生
生
徒
等
納

付
金
収
入
と
な
る
。）
で
、
前
年

度
予
算
に
比
べ
１
億
８
５
６
９
万

円
の
減
（
前
年
度
予
算
比
４
・
89

％
減
）
で
36
億
１
４
４
２
万
円
。

　
⑪
そ
の
他
の
収
入
は
、
前
年
度

予
算
に
比
べ
１
億
２
２
４
０
万
円

の
減
（
前
年
度
予
算
比
14
・
86
％

減
）
で
７
億
１
２
０
万
円
。
前
期

末
未
収
入
金
収
入
、
貸
付
金
回
収

収
入
の
減
を
見
込
ん
で
い
る
。

　
⑫
資
金
収
入
調
整
勘
定
（
収
入

の
振
替
控
除
科
目
）
は
、
期
末
未

収
入
金
及
び
前
期
末
前
受
金
で
前

年
度
予
算
に
比
べ
６
億
４
１
６
９

万
円 

振
替
控
除
額
の
減
（
前
年

度
予
算
比
13
・
02
％
減
）
で
42
億

８
５
７
９
万
円
。
平
成
30
年
度
退

職
教
職
員
に
係
る
退
職
金
財
団
交

付
金
収
入
等
の
期
末
未
収
入
金
及

び
平
成
29
年
度
前
受
金
収
入
を
そ

れ
ぞ
れ
計
上
し
て
い
る
。

 

支
出
の
部

　
支
出
の
部
で
は
、
当
年
度
支
出

合
計
が
前
年
度
予
算
に
比
べ
15
億

６
４
５
６
万
円
の
増
（
前
年
度
予

算
比
６
・
47
％
増
）
で
２
５
７
億

４
９
５
５
万
円
。
翌
年
度
繰
越
支

払
資
金
は
、
翌
年
度
の
収
入
と
な

る
前
受
金
収
入
を
含
み
、
前
年
度

予
算
に
比
べ
11
億
47
万
円
の
減
で

60
億
６
９
７
９
万
円
と
な
っ
て
い

る
。

　
①
人
件
費
支
出
は
、
前
年
度
予

算
に
比
べ
２
億
５
３
７
８
万
円
の

減
（
前
年
度
予
算
比
１
・
74
％

減
）
で
１
４
３
億
４
２
０
０
万

円
。
退
職
金
等
の
減
に
よ
る
。

　
②
教
育
研
究
経
費
支
出
は
、
前

年
度
予
算
に
比
べ
４
６
８
９
万
円

の
減
（
前
年
度
予
算
比
０
・
95
％

減
）
で
49
億
９
２
４
万
円
。

　
③
管
理
経
費
支
出
は
、
前
年
度

予
算
に
比
べ
６
６
４
４
万
円
の
減

（
前
年
度
予
算
比
４
・
50
％
減
）

で
14
億
１
０
４
７
万
円
。

　
④
借
入
金
等
利
息
支
出
は
、
前

年
度
予
算
に
比
べ
６
８
１
万
円
の

増
で
１
０
０
２
万
円
。

　
⑤
借
入
金
等
返
済
支
出
は
、
前

年
度
予
算
に
比
べ
１
億
１
１
０
３

万
円
の
増
で
償
還
計
画
に
基
づ
く

返
済
額
。

　
⑥
施
設
関
係
支
出
は
、
前
年
度

予
算
に
比
べ
15
億
６
８
０
６
万
円

の
増
（
前
年
度
予
算
比
１
２
０
・

06
％
増
）
で
28
億
７
４
１
４
万

平成30年度予算の概要
｜
前
年
度
予
算
額
と
の
比
較
｜

※
全
文
は
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。
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□支

 
 

□予

 
 

□算

 

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　減(△)

学 生 生 徒 等 納 付 金 20,104,353,000 20,587,244,000 △ 482,891,000

手 数 料 1,009,915,000 1,011,313,000 △ 1,398,000
寄 付 金 200,000,000 200,000,000 0
経 常 費 等 補 助 金 1,525,163,000 956,368,000 568,795,000
国 庫 補 助 金 1,510,006,000 941,264,000 568,742,000
地方公共団体補助金 14,757,000 14,804,000 △ 47,000
学 術 研 究 振 興 資 金 400,000 300,000 100,000

付 随 事 業 収 入 629,642,000 672,639,000 △ 42,997,000

雑 収 入 589,951,000 854,591,000 △ 264,640,000

教 育 活 動 収 入 計 24,059,024,000 24,282,155,000 △ 223,131,000

事
業
活
動

支
出
の
部

人 件 費 14,395,563,000 14,614,094,000 △ 218,531,000

教 育 研 究 経 費 7,089,809,000 7,419,276,000 △ 329,467,000

管 理 経 費 1,617,899,000 1,720,614,000 △ 102,715,000

徴 収 不 能 額 等 0 0 0
教 育 活 動 支 出 計 23,103,271,000 23,753,984,000 △ 650,713,000

教 育 活 動 収 支 差 額 955,753,000 528,171,000 427,582,000

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

受 取 利 息・ 配 当 金 56,894,000 59,142,000 △ 2,248,000
その他の教育活動外収入 0 0 0
教 育 活 動 外 収 入 計 56,894,000 59,142,000 △ 2,248,000

事
業
活
動

支
出
の
部

借 入 金 等 利 息 10,023,000 3,213,000 6,810,000
その他の教育活動外支出 0 0 0
教 育 活 動 外 支 出 計 10,023,000 3,213,000 6,810,000
教 育 活 動 外 収 支 差 額 46,871,000 55,929,000 △ 9,058,000
経 常 収 支 差 額 　1,002,624,000 584,100,000 418,524,000

特
別
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

資 産 売 却 差 額 0 0 0
そ の 他 の 特 別 収 入 453,433,000 465,324,000 △ 11,891,000

施 設 設 備 補 助 金 3,333,000 15,224,000 △ 11,891,000

そ の 他 の 特 別 収 入 450,100,000 450,100,000 0
特 別 収 入 計 453,433,000 465,324,000 △ 11,891,000

事
業
活
動

支
出
の
部

資 産 処 分 差 額 16,937,000 46,464,000 △ 29,527,000

そ の 他 の 特 別 支 出 0 0 0
特 別 支 出 計 16,937,000 46,464,000 △ 29,527,000

特 別 収 支 差 額 436,496,000 418,860,000 17,636,000

[ 予 備 費 ] 150,000,000 150,000,000 0
基本金組入前当年度収支差額 1,289,120,000 852,960,000 436,160,000
基 本 金 組 入 額 合 計 △ 3,398,126,000 △ 2,423,641,000 △ 974,485,000
当 年 度 収 支 差 額 △ 2,109,006,000 △ 1,570,681,000 △ 538,325,000
前 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ 36,276,134,000 △ 34,705,453,000 △ 1,570,681,000
基 本 金 取 崩 額 0 0 0
翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ 38,385,140,000 △ 36,276,134,000 △ 2,109,006,000

(参考)

事 業 活 動 収 入 計 24,569,351,000 24,806,621,000 △ 237,270,000
事 業 活 動 支 出 計 23,280,231,000 23,953,661,000 △ 673,430,000

円
。
教
育
活
動
支
出
計
は
、
前
年

度
予
算
に
比
べ
６
億
５
０
７
１
万

円
の
減
（
前
年
度
予
算
比
２
・
74

％
減
）
で
２
３
１
億
３
２
７
万
円

と
な
り
、
教
育
活
動
収
支
差
額

は
、
９
億
５
５
７
５
万
円
と
な
っ

て
い
る
。

②
教
育
活
動
外
収
支

　
教
育
活
動
外
収
入
計
は
、
前
年

度
予
算
に
比
べ
２
２
４
万
円
の
減

（
前
年
度
予
算
比
３
・
80
％
減
）

で
５
６
８
９
万
円
。
教
育
活
動
外

支
出
計
は
、
前
年
度
予
算
に
比
べ

６
８
１
万
円
の
増
（
前
年
度
予
算

比
２
１
１
・
95
％
増
）
で
１
０
０

２
万
円
と
な
り
、
教
育
活
動
外
収

支
差
額
は
、
４
６
８
７
万
円
と
な

っ
て
い
る
。

③
経
常
収
支
差
額

　
教
育
活
動
収
支
差
額
と
教
育
活

動
外
収
支
差
額
を
合
わ
せ
た
経
常

収
支
差
額
は
、
10
億
２
６
２
万
円

と
な
っ
て
い
る
。

（
２
）
特
別
収
支

　
特
別
収
入
計
は
、
前
年
度
予
算

に
比
べ
１
１
８
９
万
円
の
減
（
前

年
度
予
算
比
２
・
56
％
減
）
で
４

億
５
３
４
３
万
円
。
特
別
支
出
計

は
、
前
年
度
予
算
に
比
べ
２
９
５

２
万
円
の
減
（
前
年
度
予
算
比
63

・
55
％
減
）
で
１
６
９
３
万
円
と

な
り
、
特
別
収
支
差
額
は
、
４
億

３
６
４
９
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

61.8

7.0

0.0 0.1

0.6

30.5

管理経費

資産処分差額

予備費

人件費

教育研究経費

借入金等利息

事業活動支出計
23,280,231千円

81.8

4.1

0.8

2.6

2.4 0.2

1.9

6.2
経常費等
補  助  金

付随事業収入

受取利息・配当金

その他の
特別収入

事業活動収入計
24,569,351千円

第５７１号 ２０１８年（平成３０年）５月１５日ニ　ュ　ー　ス　専　修 （４）

平成30年度事業計画

　学校法人専修大学は、21世紀ビジョン「社会知性（Socio-Intelligence）の開

発」のもと、教育・研究活動に取り組むとともに、「学生を基本に据えた大学づ

くり」を念頭に大学運営を行っています。

　平成28（2016）年度から平成32（2020）年度までの５年間は、「確たる大学基

盤の整備」を事業推進の指針に据え、学校法人専修大学創立150年に向けて７つ

の事業領域（「教育」「研究」「学生支援」「グローバル」「入試」「社会連携」「経

営・財務」）を中心に強化を進め、大学基盤の整備を推進しています。

　この事業推進の指針の下、各事業領域の到達目標に対するこれまでの各事業の

推進状況（中間）の検証や、現時点における課題整理を行い、そ

れらを踏まえて次のとおり平成30年度事業計画を策定しました。

なお、事業計画の詳細については、https://www.senshu-u.ac.

jp/about/corporation/profile.html#anchor03を参照または、Ｑ

Ｒコードを読み取って対象ページにアクセスしてください。

教　育
　専修大学及び石巻専修大学は、｢専門的な知

識・技術とそれに基づく思考方法を核としなが

らも、深い人間理解と倫理観を持ち、地球的視

野から独創的な発想により主体的に社会の諸課

題の解決に取り組んでいける能力｣ の育成を

目指している。その実現に向け、内部質保証シ

ステムの機能を高め、全学的な教育マネジメン

トサイクルによる教育課程の編成を行う。

１.学士課程における体系的な教育課程編成

２.学士課程における能動的学修への転換

３.学士課程におけるキャリア教育の推進

４.学士課程における教育組織の改革

５.大学院における教育改革の推進

６.法科大学院における教育の質向上

７.内部質保証の強化

８.教育・研究環境の整備

９.大学間等との連携

研　究

学生支援

グローバル

入　試

社会連携

経営・財務

　専修大学及び石巻専修大学は、研究活動によ

って創出された新たな「知」を蓄積し、継承・

発展をさせることにより、社会の持続的発展の

基盤形成に貢献するとともに本学のプレゼンス

を高める。

　専修大学及び石巻専修大学は、学生一人ひと

りの自己実現に向けて、学修及びキャリア形成

並びに学生生活のサポート体制を更に充実させ

る。

　専修大学及び石巻専修大学は、国際交流・異

文化理解の相互体験を充実させ、グローバル社

会において、社会の要請に応える人材の育成を

推進する。

　専修大学は、全国から多様かつ質の高い学生

を受入れるとともに、高い選抜性を維持するた

め、志願者40,000人以上の継続的確保を目指す。

　石巻専修大学は、石巻圏域から安定的に学生

を確保し、地域人材の育成につなげる。

　専修大学は、研究領域で創出された「知」を

広く社会に発信するとともに、ボランティア活

動等の諸活動を通して地域社会の発展に寄与す

る。

　石巻専修大学は、石巻圏域の中核として地域

社会と連携し、地域社会の発展に寄与する。

　学校法人専修大学は、大学力強化に向けた改

革を推進するために、財政基盤の改善・強化を

図るとともに、事業の継続的な発展に向けた取

組みを行う。

事業領域 到達目標 主な施策群

１.競争的研究資金の獲得促進

２.研究活動の推進及び基盤の整備・充実

３.産学官連携による研究促進

１.就職支援の強化

２.資格試験等指導講座の充実

３.退学者の抑制

４.カレッジスポーツの振興

５.学生生活及び健康サポートの強化

１.学生の英語力向上

２.留学者（派遣）数の増加

３.東南アジア圏の交流強化

１.志願者数向上への取組み

２.高大接続改革への対応準備

３.石巻圏域受験生の獲得強化

１.協定自治体等との連携強化

２.公開講座等の充実

３.広報活動等の強化

１.経常支出の抑制

２.外部資金確保の推進

３.事業の継続的発展に向けた取組み

４.中期計画策定の検討

５.ＩＣＴの効率的な活用

21世紀ビジョン【社会知性の開発】

【学生を基本に据えた大学づくり】

【確たる大学基盤の整備】

平成30年度事業計画・予算学校法人
専修大学

専修大学創立140周年・石巻専修大学創立30周年を迎える向こう５年間（平成28年度～平成32年度）における事業推進の指針


